
 

平成２７年度普通交付税決定額について 

（県分） 

 

 

 

 

区  分 

 

平成２７年度 

A 

平成２６年度 

（当初算定）B 

増減額 

A-B=C 

伸び率 

C/B 

 

長 崎 県 分 

 

千円 

(253,610,149) 

216,206,577  

千円 

(260,715,378) 

218,591,776  

千円 

(△7,105,229) 

△2,385,199  

％ 

(△2.7) 

△1.1  

全 国 順 位 

 

(11 位) 

7 位 

(16 位) 

7 位 

  

九 州 順 位 

 

(4 位) 

3 位 

(4 位) 

3 位 

  

 

全国道府県分 

(東京都除く) 

百万円 

(10,962,814) 

8,370,497  

百万円 

(11,863,383) 

8,453,266  

百万円 

(△900,569) 

△82,769  

％ 

(△7.6) 

△1.0  

全 国 総 額 (20,274,510) 

15,749,542  

(21,467,584) 

15,872,416  

(△1,193,074) 

△122,874  

(△5.6) 

△0.8  

※(  )は、臨時財政対策債を含めた実質的な交付税。 

 

 

 

 

１．本県の状況（県分） 

 普通交付税の交付決定額は、2,162 億 7 百万円となった。（前年度比 1.1%

減、23 億 85 百万円減） 

 また、普通交付税と臨時財政対策債を合わせた実質的な交付税の額は、臨

時財政対策債の減少により、前年度比 2.7%減の 2,536 億 10 百万円となった。 

基準財政需要額は、高齢者保健福祉費や社会福祉費などの社会保障関係経

費の増等により、全体額で前年度比 3.8%増の 3,275 億 94 百万円、基準財政

収入額は、地方消費税率引き上げに伴う増等により、全体額で前年度比 14.6%

増の 1,110 億 15 百万円となった。 
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普通交付税の額は、2,162 億 7 百万円（前年度比 1.1%減） 
実質的な交付税の額は、2,536 億 10 百万円（前年度比 2.7%減） 



 

２．本県交付額及び全国順位の推移 

※(  )は、臨時財政対策債を含めた実質的な交付税。 

 [  ]は、再算定後の数値。 

 

 

 

 

 

３．参 考 

 

◎地方交付税 

 地方公共団体の固有財源である地方交付税は、所得税及び法人税等の国税を原資とし 

て、各地方公共団体における標準的な行政を行うために必要な財源を調整する制度。 

 （歳入に占める地方交付税の割合：本県 31.0% 全国平均 23.2%～平成 25 年度決算） 

 

          ９４％  普通交付税 ･･･基本的な財源調整 

 地方交付税総額               ※交付月：4 月、6 月、9 月、11 月 

           ６％  特別交付税 ･･･補完的な財源調整 

                       ※交付月：12 月、3 月 

 

  普通交付税   ＝    基準財政需要額  －   基準財政収入額 

 

        ・基準財政需要額：一定のルールに従って算定した一般財源所要額 

                ・基準財整収入額：一定のルールに従って推計した税収額 

 

 

年度 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

交付額 

(億円) 

 

(2,552) 

2,092 

[2,745] 

(2,716) 

2,135 

[2,673] 

(2,673) 

2,207 

[2,666] 

(2,660) 

2,208 

[2,636] 

(2,634) 

2,146 

[2,610] 

(2,607) 

2,186 

 

(2,536) 

2,162 

  

全国

順位 

 

 (14) 

10  

 

(19) 

11  

 

 (19) 

10  

 

(19) 

10  

 

 (18) 

9  

 

 (16) 

7  

 

(11) 

7  

伸び率 

(%) 

 

 (3.5) 

△6.5 

 

(6.4) 

2.1  

 

(△1.6) 

3.4  

 

(△0.5) 

0.04  

 

(△1.0) 

△2.8  

 

(△1.0) 

1.9  

 

(△2.7) 

△1.1  

臨時財政対策債を含めた実質的な交付税は地方消費税率引き上
げに伴う収入の増等により、5 年連続の減少 



≪平成 27 年度の全国道府県の普通交付税算定の主な特徴≫ 

 

普通交付税（道府県分）の総額は、対平成 26 年度当初算定比で△828 億

円、1.0%の減となっている。 

 また、普通交付税と臨時財政対策債を合わせた額は、対平成 26 年度当初

算定比で△9,006 億円、△7.6%の減となっている。 

 

＜基準財政需要額＞ 

①  増要素 
・  人口減少等特別対策事業費の新設 

・  社会保障費の充実（社会福祉費、高齢者保健福祉費等） 

・  臨時財政対策債償還費 

 

②  減要素 
 ・地域経済・雇用対策費の減 

   

 ＜基準財政収入額＞                     

 ①増要素 

・  地方消費税の増 

・  法人事業税の増 

・  道府県民税（所得割）の増 

 

③  減要素 
・  道府県民税（法人税割）の減 

 

≪交付額が大きい団体（臨時財政対策債含む）［道府県分］≫ 

1 位 北海道 7,802 億円 前年 1 位  11 位  長崎県 2,536 億円 〃 16 位  

2 位 大阪府 4,628 億円 〃  2 位   12 位  岩手県 2,510 億円 〃 17 位  

3 位 兵庫県 4,223 億円 〃  3 位   13 位  青森県 2,499 億円 〃 18 位  

4 位 福岡県 3,756 億円 〃  4 位   14 位  広島県 2,473 億円 〃 13 位  

5 位 埼玉県 3,451 億円 〃  5 位   15 位  神奈川県 2,445 億円 〃  9 位  

6 位 新潟県 3,231 億円 〃  6 位   16 位  茨城県 2,423 億円 〃 15 位  

7 位 鹿児島県 3,087 億円 〃  8 位   17 位  沖縄県 2,372 億円 〃 21 位  

8 位 千葉県 2,946 億円 〃  7 位   18 位  静岡県 2,325 億円 〃 12 位  

9 位 長野県 2,562 億円 〃 11 位   19 位  京都府 2,291 億円 〃 19 位  

10 位  熊本県 2,558 億円 〃  14 位   20 位  福島県 2,240 億円 〃 20 位  

 


